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 連合総研は、「日本型雇用システム研究委員会」（猪木武徳主査）を設置し、従来の日本型

雇用システム論を整理しつつ、経済社会環境の変化に対応したこれまでのシステムの長所をなる

べく損なわない形での新しい雇用システムのあり方、そしてその実現のために労働者に求められ

ているもの、労働組合、企業、政府の果たすべき役割を探ることとした。 

本委員会では、日本の雇用システム下での、人材育成・活用実態と問題点を明らかにすること

を目的として「勤労者のキャリア形成の実態の実態と意識に関する調査」を実施した。 

調査結果からは、 

・ 多くの企業で人材育成が必要な部門を持ちながら、実際の育成状況は必ずしも満足なものでは

ない。これに中途採用で対応しようとする中小企業も多いが、中核を担う人材についての「は

えぬき」重視は大きくは変わらない。 

・ 「以前の会社での実務経験」が仕事をしていく上で役立っているとする者の割合は、「現在の

会社での部門間移動」が役立っているとする割合より低いばかりでなく、「自己啓発・自己学

習」や「学校教育」よりも低い。職業能力は主に今いる職場で形成されている。 

・ 転職経験者の転職回数は１～２回が多く、若年者では適職探しの理由が多く、１～２回の転職

によって労働者の満足度は高まることが多い。 

等の興味深い事実が解明された。本委員会では、2000 年秋を目途に最終報告書を取りまとめる予

定である。  
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